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四 国 地 方 整 備 局

橋梁補修工事の品質向上に向けての試行について

現道に架かっている橋梁の補修工事の施工では、通行車輌や隣接地への配慮等制約
条件が多く、又、工事の形態として小規模、多工種で煩雑、更には工事箇所が広範囲
に点在するなど、工事の品質確保に向けた技術力の向上に配慮していく必要がありま
す。
特に、橋梁の本体構造に影響する部位の補修にあたっては、設計計算等構造に精通

した技術者を配置することが工事の品質確保につながります。
このため、本試行工事において下記の方法により、優れた技術者を確保することと

しました。

【総合評価落札方式での取り組み】

元請け企業の配置予定技術者の評価において、「鋼橋製作実績」を新たな評価項目
として追加します。

【下請け企業等への義務付け】

鋼橋製作実績又は土木鋼構造診断士の資格保有者の配置を特記仕様書に義務づけま
す。

第○条 工事内容とその実施条件

１）鋼橋の補修
鋼橋補修の施工に際しては、下記のいずれかの条件を満たすこと。
①下請け企業を選定する場合は、元請けとして鋼橋本体の製作（設計照査を伴わ

ない部材のみの製作は除く）実績を有する企業を選定する。
②下請け企業の技術者は、鋼橋の補修期間中、鋼橋本体の製作（設計照査を伴わな

い部材のみの製作は除く）に元請けの技術者として従事した経歴を有する者を
配置する。

③鋼橋の補修期間中、土木鋼構造診断士の資格を持つ者を配置する。

【試行工事】
下記の工事において試行します。なお、現時点での予定であり実際に発注する工事

名称が異なる場合や、試行を取りやめる場合があります。

＜問合せ先＞ 国土交通省 四国地方整備局 TEL:(087)851-8061
技術開発調整官 木村 正己 （内線3120）
技術管理課長 石田 和敏 （内線3311）

○技術管理課長補佐 門田 隆志 （内線3314）
○道路構造保全官 田島 基彦 （内線4122）

※○：主たる問い合わせ先

                     　　　「公共工事の更なる品質向上を目指して」
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